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 重 要 事 項 説 明 書 

 

 

当事業所は、利用者に対して、ホームヘルプサービスを提供いたします。事業所のホ

ームヘルプサービスの内容及び利用契約上ご注意いただきたいことを以下のようにご

説明いたします。利用対象者は、原則として要介護認定で「要支援」又は「要介護」と

認定された方々となりますが、要介護認定をまだ受けていない方及び希望のある方もサ

ービスの利用は可能です。 

 

 

 

１．設立法人 

法 人 名   医療法人 健康会 

代表者名   理事長  石川 綮一 

 

２．事業所の概要 

事 業 所 の 種 類 指定訪問介護事業所 

事 業 所 名 ヘルパーステーション いしかわ 

所 在 地 愛媛県四国中央市上分町７１６番地２ 

電 話 番 号 ０８９６－５８－６０２２ 

Ｆ Ａ Ｘ 番 号 ０８９６－５６－０１５１ 

管 理 者 森本 美智代 

介護保険指定番号 ３８７１３００７６４ 

事 業 実 施 地 域 四国中央市 

営 業 日 
月曜日～土曜日 

（但し、国民の祝祭日・年末年始〈12/30の午後～1/3〉を除く） 

営 業 時 間 
月曜日～金曜日（8：30～17：30） 

土曜日    （8：30～12：30） 

開 設 年 月 日 平成２５年４月１日 
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３．目的 

   適正な運営を確保する為に人員及び管理運営に関する事項を定め、事業所の介       

護福祉士又は訪問介護員研修の修了者が、要介護状態等にある高齢者に対し、

適切な指定訪問介護を提供することを目的とする。 

 

 

４．運営方針 

   事業所の訪問介護員等は、要介護者等の心身の特性を踏まえて、その有する能力

に応じ自立した日常生活が営めることが出来るよう、入浴・排泄・食事の介護・

その他の生活全般にわたる援助を行う。 

   事業の実施にあたっては関係市町、地域の保健・医療・福祉サービスとの連携を

図り、総合的なサービスの提供に努めるものとする。 

 

 

５． 契約期間 

（１）契約の有効期間は、契約締結日より１年間とする。但し、有効期間終了日以

前に、利用者が要介護認定で変更認定を受けた場合は、更新された要介護認定

の有効期間の終了日までを有効期間とします。 

（２）契約の有効期間終了日の７日前までに文書により、利用者またはその家族等

から契約終了の申し出がない場合には、引き続き同一条件で契約が１年間更新

されます。更新された契約の終了日以前に、利用者の要介護認定区分が変更認

定された場合には更新された要介護認定の有効期間の終了日までを有効期間と

します。 

 

６．職員体制 

従業者の職種 
常   勤 

専従 兼務 

管 理 者 

（サービス提供責任者） 

 

 1名 

サービス提供責任者 

（介護福祉士） 
3名以上  

訪問 

介護員 

介護福祉士 30％以上  

ヘルパー 2.5名以上  

※訪問介護員 勤務体制 8：30～17：30 
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７．訪問介護計画の決定及び変更 

（１）訪問介護計画は原則として、利用者のケアプランに基づいて、利用者またはそ

の家族等の同意を得て決定し、書面を交付します。 

（２）訪問介護計画は、ケアプランの変更、もしくは、変更の必要性がある場合には、

利用者またはその家族等と協議して、変更することがあります。 

（３）訪問介護計画を変更した場合には、利用者またはその家族等に対して書面を 

交付し、ご確認して頂きます。 

 

 

８．サービスと利用料金 

当事業所では、ケアプランに基づいて、利用者の居宅または居室に訪問して 

介護サービスを提供いたします。 

（１）介護保険サービス 

利用者に対して、介護保険の給付の対象となる身体介護、生活援助として 

日常生活で必要なお世話を提供します。具体的な提供の方法は、訪問介護計画

に定めます。 

（２）各種付加的サービス 

   利用者またはその家族との合意により、介護保険の支給限度額を超える 

ホームヘルプサービスを提供します。 

（３）サービスの概要 

①身体介護 

入浴、排泄、食事等の介助を行います。 

・ 入浴介助･･･入浴の介助又は清拭を行います。 

・ 排泄介助･･･排泄の誘導・介助、オムツ交換を行います。 

・ 体位交換･･･ベッド上またはふとん上での体位の変換を行います。 

・ 食事介助･･･食事の介助・見守りを行います。 

②生活援助 

調理、洗濯、掃除、買い物等日常生活上のお世話を行います。 

・ 調  理･･･利用者の食事を作ります。 

（ご家族等のものは作りません） 

・ 洗  濯･･･利用者の衣類等の洗濯を行います。 

（ご家族等のものは行いません） 

・ 掃  除･･･利用者の居室のみ掃除を行います。 

・ 買 い 物･･･利用者が日常必要とする物品の買い物を行います。 

（預貯金等の引き出し、預け入れは行いません） 
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（４）利用料金 

  ①利用料金が介護保険から給付される場合 

（特定事業所加算Ⅱの算定に係る要件） 

単位数 加算要件 

所定単位の

10/100 加算 

①訪問介護員等ごとに研修計画を作成し、当該計画に従い、研修計画を実施または実施

を予定する場合。 

②利用者に関する情報もしくはサービス提供にあたっての留意事項の伝達または当該指

定訪問介護事業所における訪問介護員等の技術指導を目的とした会議を定期的に開催し

た場合。 

③当該指定訪問介護事業所のすべての訪問介護員等に対し、健康診断等を定期的に実施

する場合。 

④指定居宅サービス等基準第 29条第 6号に規定する緊急時等における対応方法が利用者

に掲示されている場合。 

⑤当該指定訪問介護事業所の訪問介護員等の総数のうち介護福祉士の占める割合が 100

分の 30 以上または介護福祉士、実務者研修修了者並びに施行規則第 22 条の 23 第 1 項に

規定する介護職員基礎研修課程を終了した者（以下「1 級課程終了者」という。）の占め

る割合が 100 分の 50 以上である場合。 

⑥当該指定訪問介護事業所の全てのサービス提供責任者が 3 年以上の実務経験を有する

介護福祉士または 5 年以上の実務経験を有する実務者研修修了者もしくは介護職員基礎

研修課程終了者もしくは 1 級課程修了者であること。ただし、指定居宅サービス等基準

第 5 条第 2 項の規定により 1 人を超えるサービス提供責任者を配置することとされてい

る事業所においては、常勤のサービス提供責任者を 2 名以上配置している場合。 

 

 単位数 利用金額 負担金額 1 割 負担金額 2 割 負担金額 3 割 

身体介護の場合      

身体介護１・Ⅱ 

（20 分以上 30 分未満） 
268 単位 2,680 円 268 円 536 円 804 円 

身体介護２・Ⅱ 

（30 分以上 60 分未満） 
426 単位 4,260 円 426 円 852 円 1,278 円 

身体介護３・Ⅱ 

（60 分以上 90 分未満） 
624 単位 6,240 円 624 円 1,248 円 1,872 円 

生活援助の場合     
 

生活援助２・Ⅱ 

（20 分以上 45 分未満） 
197 単位 1,970 円 197 円 394 円 591 円 

生活援助３・Ⅱ 

（45 分以上 60 分未満） 
242 単位 2,420 円 242 円 484 円 726 円 

※訪問介護では、お身体の状態に合わせて身体介護と生活援助を組み合わせて利用するこ

とが出来ます。 
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加算料金等 

 
負担金額 1 割 負担金額 2 割 負担金額 3 割 

早朝加算 

(午前 6 時から午前 8 時まで) 
所定単位数×25％の 1 割 所定単位数×25％の 2 割 所定単位数×25％の 3 割 

夜間加算 

(午後 6 時から午後 10 時まで) 
所定単位数×25％の 1 割 所定単位数×25％の 2 割 所定単位数×25％の 3 割 

深夜加算 

(午後 10 時から午前 6 時まで) 
所定単位数×50％の 1 割 所定単位数×50％の 2 割 所定単位数×50％の 3 割 

 

 単位数 利用金額 負担金額 1 割 負担金額 2 割 負担金額 3 割 

初回加算（初回訪問月） 200 単位 2,000 円 200 円 400 円 600 円 

緊急時訪問加算(訪問回数) 100 単位 1,000 円 100 円 200 円 300 円 

生活機能向上連携加算（Ⅰ）

（1月につき） 
100 単位 1,000 円 100 円 200 円 300 円 

生活機能向上連帯加算（Ⅱ）

（1月につき） 
200 単位 2,000 円 200 円 400 円 600 円 

口腔連携強化加算 

（1 回につき、1月 1回まで） 
50 単位 500 円 50 円 100 円 150 円 

認知症専門ケア加算（1日） 3 単位 30 円 30 円 60 円 60 円 

介護職員処遇改善加算（Ⅰ）（１月につき 所定単位×137／1,000×10）、  

介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）（１月につき 所定単位×63／1,000×10） 

介護職員等ベースアップ等支援加算 （１月につき 所定単位×24／1,000×10）  

※令和 6 年 6 月より 介護職員等処遇改善加算（Ⅰ）（1 月につき 所定単位×245/1,000×10） 

 上記により算定した金額の負担金額の 1 割、２割 もしくは ３割   

 

・高齢者虐待防止措置未実施減算 

  虐待の発生又はその再発を防止するための措置が講じられていない場合 

  所定単位数の 100分の 1に相当する単位数を減算 

・業務継続計画未実施減算（※令和 7年 4月 1日より適用） 

1 感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの提供を継続的

に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画を策

定します。 

2 当該業務継続計画に従い必要な措置を講じます。 

未実施の場合：所定単位数の 100分の 1に相当する単位数を減算 

・同一建物等居住者の訪問介護費の減算 

① 事業所と同一敷地内又は隣接する敷地内の建物等（同一敷地内建物等）に居住

する利用者の訪問介護費は、所定単位数の 90/100 

② 同一敷地内建物等で 1 月あたり 50 人以上に訪問介護を行う場合は所定単位数

の 85/100 

③ 上記①以外の範囲に所在する建物で 1 月あたり 20 人以上に訪問介護を行う場

合は所定単位数の 90/100 

④ 正当な理由なく、事業所において、前 6月間に提供した訪問介護サービスの提
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供総数のうち、事業所と同一敷地内又は隣接する敷地内に所在する建物に居住

する利用者に提供されたものの占める割合が 100 分の 90 以上である場合は所

定単位数の 88/100 

   

上記利用料金は、法改正により改訂することがあります。 

自己負担額は原則、利用料金の１割、２割もしくは３割となります。 

・ 上記サービスの利用料金は、実際にサービスに要した時間ではなく、 

サービスを行うための介護給付費体系により計算されます。 

・ サービス開始時刻が下記時間帯にある場合は、割増料金が利用料金に加算

されます。 

・早朝(6:00～8:00)、夜間(18:00～22:00)…利用料の 25％割増 

・深夜(22：00～翌 6:00)…利用料の 50％割増 

・ 体重が重い方や暴力行為が見られる方など、２人でサービスを提供する必

要がある方については、利用者またはその家族等の同意に基づき、通常の

２倍料金を頂きます。 

・ 利用者が要介護認定を受けていない場合、サービス利用料金の全額を一旦

お支払いいただくことになります。要支援又は要介護の認定を受けた後、

自己負担額を除く金額が、介護保険から払い戻されます（償還払い）。 

また、ケアプランが作成されていない場合も償還払いとなります。 

・ 償還払いとなる場合、利用者が保険給付の申請を行うために必要になる事

項を記載した「サービス提供証明書」を交付します。 

・ 介護保険からの給付額に変更があった場合、変更された額に合わせて、利

用者の負担額を変更します。 

・ １ヶ月に満たない期間のサービスについての利用料は、利用日数に基づい

て計算します。 

②利用料金が介護保険から給付されない場合介護保険支給限度額を超えてサービス

を利用される場合は、利用料金の全額が利用者負担になります。 

③交通費 

通常の事業実施区域を越えて行う交通費も料金の全額が、利用者の負担に 

なります。 

     【事業実施地域以外】 １回につき  ６９０円 

   ④文書料 

請求書・領収書の再発行は、１枚５０円（消費税別途）頂きます。 

   ⑤連帯保証人 

    連帯保証人となる方については、本契約から生じる利用者の債務について、極

度額 50 万円の範囲内で連帯してご負担いただきます。その額は利用者又は連
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帯保証人が亡くなったときに確定し、生じた債務についてご負担いただく場合

があります。連帯保証人からの請求があった場合には、本会及び事業所は、連

帯保証人の方に利用料等の支払状況、滞納金の額、損害賠償の額等、利用者の

全ての債務の額等に関する情報を提供します。 

 

 

９．苦情の受付について 

サービスに関する相談や苦情については、次の窓口で対応いたします。また、下記

の行政機関でもサービス事業所に対する苦情受付対応を行なっておりますので、 

ご相談しやすい方法でご連絡ください。 

相談担当窓口 

管理者  

サービス提供責任者  森本 美智代       

 

受 付 時 間 
 月曜日～金曜日 ８時３０分 から １７時３０分 まで 

（但し、国民の祝祭日・年末年始〈12/30の午後～1/3〉を除く） 

利 用 方 法 電話 ０８９６－５８－６０２２  面接・電話相談 

第三者委員会 
・高橋   功  （元四国中央市民生児童委員）         58-3001  

・山崎 八重子（元四国中央市民生児童委員）         56-3304  

行政機関 

四国中央市役所 

（本庁）介護保険課（管理・給付係） 

  四国中央市三島宮川４丁目６番５５号 

  電話 ０８９６-２８-６０２５（受付 8：30～17：15） 

国民健康保険団体連合会 

 松山市高岡町１０１番地１ 

 電話 ０８９-９６８-８８００ （受付 8：30～17：15） 

 

 

１０． 第三者評価の実施状況 

アンケート調査、意見等を把握する取組 あり 

福祉サービス第三者評価の実施 なし 結果の公表 なし 

その他機関による第三者評価の実施 
特定非営利活動法

人ＪＡＭＡＣＳ 

2014 年 9 月 24 日 
結果の公表 あり 

※「介護サービス情報の公表システム」にて、公表しています。 

 

 

１１．緊急時の対応 

    事業所は、サービスの提供中に、利用者の病状の急変、その他緊急事態が生じ

たときは、速やかに家族へ連絡・主治医に連絡する等措置を講ずるとともに、

管理者に報告します。 
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１２．事故発生時の対応等 

（１）事業所は、サービスの提供により事故が発生した場合には、市町、当該利用者

の家族、当該利用者に係る居宅介護支援事業者等に連絡を行うとともに、必要

な措置を講ずるものとし、当該事故の状況及び事故に際して採った処置を記録

し、その原因を解明し再発防止に努めます。 

（２）事業所は、サービスの提供により賠償すべき事故が発生した場合損害賠償を 

速やかに行います。 

 

１３．家族等の意見調整 

ホームヘルプサービス提供に支障がないよう、ご家族間で意見の統一をしておく 

必要があります。 

 

１４. 虐待防止に関する事項 

 1 事業所は、虐待の発生又はその再発を防止するため、次の各号に掲げる措置を 

      講じるものとします。 

（１） 虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、その 

結果について、従業者に周知徹底を図るものとします。 

（２） 虐待防止のための指針を整備します。 

（３） 従業者に対し、虐待防止のための研修を定期的に実施します。 

（４） 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置きます。 

 ２ 事業所は、サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者（利用者の家族等高 

   齢者を現に養護する者）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、 

   速やかに、市町に通報するものとします。 

 

 

１５. 感染症対策の強化 

  事業所は、感染症の発生及びまん延等に関する取り組みとして、委員会の開催、 

  指針の整備、研修の実施等に加え、訓練の実施を行うものとします。 

 

 

１６. 業務継続計画に向けた取り組みの強化 

  事業所は、感染症や災害が発生した場合であっても、必要な介護サービスが継続的 

  に提供できる体制を構築する観点から、業務継続に向けた計画（BCP）等の策定、 

  研修の実施、訓練の実施を行うものとします。 
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１７. ハラスメント対策の強化 

  事業所は、適切なハラスメント対策を強化する観点から男女雇用機会均等法等に 

  おけるハラスメント対策に関する事業者の責務を踏まえ、必要な措置を講じるもの 

  とします。 

 

 

１８. 身体的拘束等の適正化 

  事業所は、身体的拘束等の適正化を図るため、次の各号に掲げる措置を講じるもの 

  とします。 

（１） 利用者又は利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を

除き、身体的拘束等を行いません。 

（２） 身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の 

状況並びに緊急やむを得ない理由を記録します。 

 

 

１９. その他 

  介護報酬改定時と職員体制変更時等は、別紙にて同意を頂くことになります。 

  ご了承ください。 

 

附  則 

①この重要事項は、2013年 4月 1日より施行する。 

②この重要事項の一部を 2018年  4月 1日に改正し、同日より施行する。 

③この重要事項の一部を 2018年  8月 1日に改正し、同日より施行する。 

④この重要事項の一部を 2019年 10月 1日に改正し、同日より施行する。 

⑤この重要事項の一部を 2020年  1月 1日に改正し、同日より施行する。 

⑥この重要事項の一部を 2020年  4月 1日に改正し、同日より施行する。 

⑦この重要事項の一部を 2021年  4月 1日に改正し、同日より施行する。 

⑧この重要事項の一部を 2022年 10月 1日に改正し、同日より施行する。 

⑨この重要事項の一部を 2024年  4月 1日に改正し、同日より施行する。 
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年   月   日 

 

訪問介護サービスの提供に際して、本書面に基づき、重要事項の説明を行いました。 

 

ヘルパーステーション いしかわ  

説明者            ㊞  

 

 

私は、本書面に基づいて事業者から重要事項の説明を受け、訪問介護サービスの提

供開始に同意しました。 

 

＜利用者＞   住  所                    

  

氏  名                   ㊞ 

 

電話番号                     

 

 

 

＜家族代表＞  住  所                    

  

氏  名                   ㊞ 

 

電話番号                     

 

利用者との続柄                  

 

 

 

＜連帯保証人＞   住  所                     

 

氏  名                    ㊞ 

 

電話番号                     

 

利用者との続柄                  
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      年      月      日 

 

個人情報提供に関する同意書 

ヘルパーステーションいしかわ 

契約書（秘密保持） 

第 15条 利用者を担当する訪問介護員及び事業者が所轄する全職員は、正当な理由がなく

その業務上で知り得た利用者等の秘密を漏らしてはならない。また、事業者は利用

者等の秘密が漏洩しないような処置を講じる。 

 

当事業所は契約書第 15条を遵守し、利用者及びその家族に関する秘密及び個人情報が第三

者に漏れることのないよう必要な措置を講じます。 

但し、以下のような場合、円滑なサービス提供が行なえるよう、あらかじめ本書にて同意

を頂き、第三者へ利用者及びその家族に関する個人情報を提供する場合があります。 

 

【利用者への介護の提供に必要な利用目的】 

・ サービスを提供する他の事業所や担当ケアマネジャー、主治医との連携（サービス担当

者会議（照会）の実施）。 

・ 石川ヘルスケアグループ（医療法人健康会、社会医療法人石川記念会、社会福祉法人愛

美会）での、医療、介護のサービス提供、連携に必要な情報共有。 

・ ＩＣＴ機器を用いた情報活用。（必要に応じ説明を行います） 

・ 当事業所が作成する広報物、掲示物、ホームページ等への動画、写真の掲載。 

・ 家族等への心身の状況説明 

・ 介護保険事務（レセプトの提出、照会への回答等）。 

※ 個人情報を扱う端末（パソコン・タブレット・スマートフォン等）には必要なセキュ

リティ対策を行います。 

 

上記個人情報提供に関する説明を受け、必要時の個人情報の提供に同意致します。 

 

＜利用者＞   氏  名                   ㊞ 

 

 

＜家族代表＞   氏  名                    ㊞ 

 

 

※身体的な事情等により代筆を行なった場合には、代筆者の署名をお願い致します。 

 

＜代筆者＞   氏  名                  ㊞ 

 

利用者との続柄  ：                           


